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はじめに 
 
 現在、自動車は日本の重要な輸出品の一つであり、世界各国で日系メーカーの自動車が利用されていると
ともに、国内においても人口1000人当たりの自動車台数が約600台（1）と、欧米諸国と並び極めて高い普及率
を示している。しかし、日本で自動車が急速に普及したのは高度成長期であり、それ以前の普及率は欧米諸
国と比して低い水準にとどまっていたことはよく知られている。 
 本稿では、大正～昭和戦前期の日本の産業政策における標準化・規格化を、自動車・道路政策を事例に
考察する。特に、自動車の普及が欧米に比して遅れた要因を産業政策の中に見出したい。事例として自動
車を取り上げるのは、1900年代前半に日本や欧米で普及した工業製品の中でも、自動車において規格・標
準の持つ意味が極めて大きいからである。 
・自動車は大小合わせて約２万点もの部品から組み立てられており、それらを製造するメーカーは、現在
国内だけでも400社を超える（2）。自動車メーカーが高品質の部品をスムーズに調達するためには、部品
の規格化が不可欠となる。 
・自動車は運転免許さえあれば誰もが操作でき、非常に利便性が高い反面、事故を起こすと場合によっ
ては人間の生命や財産を奪いかねず、非常に危険な道具でもある。それ故、操作性や安全性に関してメ
ーカーに一任してしまうわけにはいかず、統一された基準が必要となる。同時に、運転者に対しても遵守
させるべき交通ルールが必要となる。近年では環境負荷を抑制するための基準も整いつつある。 
・自動車はメーカー間の競合や提携などの関係が複雑な商材であり、その競合や提携は国内のメーカー
間のみならず、国家間の利害関係をも孕んだ政治問題にまで発展することが少なくない。あるメーカーが
製品に関する規格を打ち出し、それが国内のみならず海外にも普及すると、一つの国に多大な利益をも
たらすことになる（これは自動車に限ったことではなく、家電製品など多くの工業製品に当てはまる）。 
 日本のモータリゼーションがアメリカより遅れた要因は多岐にわたるが、その主なものとして、1940年代以前
の日本における精密な部品の製造技術の未熟さや道路事情の悪さなどがよく知られている。例えば、自動車
工業振興会編「自動車史料シリーズ」各書（3）に採録されている、大正～昭和戦前期に自動車製造に携わっ
た技術者の口述記録や座談会記録からは、当時の日本の技術力での自動車製造の困難さや道路事情の悪
さなどが読み取れるし、戦後1956（昭和31）年にいわゆる「ワトキンス・レポート」が日本の道路事情の悪さを指
摘したことが日本の高速道路政策に多大な影響を与えたのも事実である。しかし、当時、自動車・道路政策に
関与した内務省や商工省、陸軍などは、道路事情に対して無策だったわけでもないし、明治末期の時点でほ
とんど不可能であった自動車の精密部品の製造も、昭和初期には概ね可能になっていた。そのことを踏まえ、
大正から昭和戦前期までの自動車・道路政策を追っていきたい。 
 
１．日本における自動車の登場と初期の自動車事情 
 
 1898（明治31）年、フランス人マリー・テブネにより自動車が持ち込まれ、東京で運転の試運転が行われた。
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これが日本に上陸した最初の四輪自動車とされている。その２年後、皇太子（のち大正天皇）の成婚を祝して
サンフランシスコの在留邦人らにより電気自動車が献納されたものの、ほとんど使用されなかった。1901年に
は横浜に日本最初の自動車販売店「ロコモビル・カンパニー・オブ・アメリカ日本代理店」が設立され、アメリカ
のロコモビル蒸気自動車の販売を開始した。同店は1905年に閉鎖されるまでの間に10台ほどの自動車を個
人および企業に販売したようである（4）。明治30年代には外国人経営の商社により若干の自動車が輸入販売
されていたが、それらと並んで1901年、松井民治郎が銀座にモーター商会を設立し、日本人経営による最初
の自動車販売店となった。２年後に閉鎖されるまで、５台ほどの自動車を販売したようである（5）。このように、明
治30年代には国内外の貿易商らによって自動車の販路拡大が試みられていたが、普及することはなかっ
た。1912年時点で全国の自動車は約500台（6）に過ぎず、同年の馬車、牛車、人力車などに比して圧倒的少
数であった（7）。 
 1903（明治36）年、二井商会が京都に乗合自動車路線を開設（8）、これを皮切りに、その後数年の間に全国
各地で自動車による旅客運送事業が計画された。それらの中には実現しないものも多かったが（例えば東京
でも1903年に３件が申請されたが、いずれも許可されなかった）、一部は営業開始に漕ぎ着けている。これら
は当時、乗合自動車と呼ばれ、定員数名程度の小型の車両を使用していた（「バス」という呼称が使用される
ようになるのは日露戦争以降である）（9）。しかし、高コストや相次ぐ故障、人力車夫の妨害などにより乗合自動
車の営業を継続させることは困難であった（10）。 
 その頃、鉄道は既に２回の「鉄道熱」期を経て、官設鉄道と五大私鉄をはじめとする大規模私鉄による幹線
鉄道網がほぼ完成し、それに接続する主要な地方鉄道路線の開通が相次いでいた。鉄道事業者間の旅客・
貨物の連帯輸送や列車の直通運転も全国規模で実施されており、鉄道は明治初期の新橋－横浜間開通か
ら二十余年にして陸上長距離輸送における圧倒的優位な地位を占めていた。また、三菱系の日本郵船と住
友系の大阪商船を中心に沿岸海運航路が発達し、鉄道熱期までに全国的な航路網が整備されていたが、
幹線鉄道網が整備されると、鉄道と競合する航路では次第に鉄道に輸送シェアを奪われていった（11）。一方、
短距離の荷物輸送には牛馬が広く用いられ、鉄道の端末輸送には水運が重要な役割を担っていた。高コス
トで非効率な自動車は、高付加価値商品の短距離輸送（三井呉服店など）、或いは社会的地位の高い家庭
での送迎（大隈重信など）といったように、活躍の場が極めて限定されていた。 
 明治末年までの自動車の輸入先は主に欧州であった。1909（明治42）年時点での警視庁登録自動車61台
のうち、国産車は「吉田式」８台と「米山式」１台のみ（12）である。「国産車」の大部分は主要部品を輸入し国内
で組立てたものであるが、エンジンの自作を試みた技術者もあった。しかし、全ての部品を職人の手作業によ
り自製せざるを得ない上、資本調達も困難であり、継続的な事業として成り立たせることは不可能であった（13）。
日本で最初に自動車製造を事業として成立させたのは、橋本増治郎による「快進社」で、1914（大正３）年に
「ダット号」を完成させ、販売している。 
 
２．陸軍・商工省・内務省の自動車・道路政策 
 
１） 陸軍の自動車政策 
 陸軍は、交通を所轄する逓信省や土木を所轄する内務省より早く、日露戦争を機に自動車の有用性に着
目した。1907（明治40）年、仏ノームオートモビル社より自動車を２台輸入、その後も欧州車を輸入し各種試験
を繰り返した。元陸軍軍人で戦車開発にも携わった原乙未生は、「明治37・38年日露戦役の後に、運搬機械
として自動車を軍用に使用する研究が必要であることを認め、40年２月に初めて自動車の審査について、陸
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軍次官から技術審査部長に通牒が出されました。この通牒に基いて、フランス、イギリス、ドイツの当時優秀な
自動車を入手し、調査実験を行なって、軍用自動車としての研究、設計に従事しました」と口述してい
る（14）。1912年には軍用自動車調査委員会が設置され、大阪工廠において「自動貨車」（乙号・丙号・丁号）が
試作された。1914（大正３）年、第一次大戦の青島攻撃で陸軍は丙号を使用し、改めて有用性を認識した（な
お同戦で日本軍は初めて航空機も使用した）。1917年、丙号自動貨車を軍用車両形式「４トン自動貨車」、丁
号を民間に奨励する「３トン自動貨車」として制定した。 
 1918（大正７）年、軍事利用が可能な自動車の国内生産と民間普及を目的とする、軍用自動車補助法が制
定された。同法は、軍事利用に適したトラック６規格（甲種～己種）を制定、これらの規格に適合する自動
車（軍用保護自動車）については、製造者、購入者に対して助成金を支払い、有事に限って陸軍が徴用でき
るものとした（購入者に対しては、購入のみならず５年間分の維持費も補助対象となった）。「東京瓦斯電気工
業」の「TGE－A型」が認定第一号となったが、自動車普及の効果は限定的なものにとどまった。軍事利用を
前提とする助成であったため、小型大衆車は適用外とされ、結果的に民間需要の高い小型車の国産化推進
には結びつかなかったのである。実際、1918年時点で東京府下に約1700台、全国に3000余台の自動車が存
在したが、そのうち陸軍が要求する条件を備えたものは15台に過ぎず（15）、民間が求める自動車の大部分は
軍事利用に適しないものであり、軍事利用可能な自動車を民間に普及させるという陸軍の思惑と自動車利用
の実態との間には明らかにギャップがあったことがわかる。 
 自動車の機動性が市民に広く認められ、自動車普及の契機となった関東大震災は、軍用保護自動車増産
の契機ともなった。東京瓦斯電気工業に加え、快進社、石川島造船所が保護自動車の製造に参入した。し
かし皮肉なことに、この震災後の自動車需要増加はアメリカのフォード社にとってアジア進出の好機ともな
り、1925（大正14）年、同社は横浜に工場を設置、アメリカからの輸入部品によるＴ型フォードのノックダウン生
産を開始した。その２年後にはアメリカのゼネラルモーターズ（ＧＭ）も大阪に工場を設置、シボレーのノックダ
ウン生産を開始し、1930（昭和５）年にはクライスラーが進出して昭和初期における日本の自動車の大部分が
アメリカ車で占められるようになった。結局、軍用保護自動車は震災後の自動車需要の急増をシェア拡大の
好機とすることができなかった。 
 軍用保護自動車があまり普及しなかった理由は、民間需要との食い違いだけではない。「輸入品は高品質」
という当時の日本人の先入観や、軍事利用前提のため改造・改良に制約があるなどの理由もあったが、フォ
ードやＧＭとの格差は、当時の日本車は販売店網が確立されておらず、アフターサービスも不徹底、修理部
品の供給もスムーズではないなど（16）、販売やアフターサービスの面にもあった。 
 満州事変は、陸軍にアメリカ車の有用性を知らしめた。満州のほぼ全土を占領し傀儡政権の満州国を建国
させた関東軍は、1933（昭和８）年、熱河省（現、河北省・遼寧省・内モンゴル自治区の一部）への侵攻を開始
した。鉄道がほとんど敷設されていないこの地域での軍事行動に自動車は不可欠であった。関東軍では既に
軍用保護自動車が使用されていたが、それだけでは台数が大幅に不足するため、日本フォードからトラックを
調達し、自動車部隊を増強することとなった。当初、軍用保護自動車を主力とする野戦自動車隊が３個中隊
あったが、新たに投入されたフォード車、更にＧＭ車が加わり13個中隊と大幅な増強となった（17）。なお、この
際調達されたフォード車は、もともと中国に輸出するため上海まで航送中であったものを強引に大連に荷揚
げさせ、南満州鉄道で輸送させたとする説もある（18）。この頃の軍用保護自動車は頑丈であり、厳しい検査を
経て一定水準の性能も有しており、決してアメリカ車に比して性能が著しく劣っていたわけではなかったが、
軽快さや需要の急増に応じ得る生産力はフォード車が明らかに優位であった。陸軍にとって自動車はもはや
銃弾のような消耗品であり、常に大量生産しておく必要があった（19）。また、満州の原野に雨が降ると泥濘地と
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なり、国産の軍用自動車は車輪が泥に食い込むトラブルが多発した。国産車が４トン自動貨車などの重量車
両であったのに対し、フォード車を含む軽量の大衆車や１～1.5トントラックは関東軍の軍事行動にとって圧倒
的に有利であった。満州事変での経験、とりわけ熱河作戦は、日本軍の自動車政策転換の契機となった。 
 軍事利用により適した自動車は、一台一台手作業で製造する重厚な自動車ではなく、大量生産により消耗
戦に耐え得る自動車であることを認識した陸軍であるが、そのような自動車を調達する手段は２通りある。既
に日本国内はじめ東アジアに大量の自動車を供給している日本フォード・日本ＧＭから調達する方法、また
は国内で自動車の大量生産を行う方法である。陸軍は以下の理由より、後者を選択することとなる（20）。 
・将来の戦争において自動車を自給自足するためには大量生産が必要。現状では国内の自動車を最大
限徴用しても開戦後１年程度しか補給できない。 
・自動車の製造設備は航空機製造に転用可能。 
・自動車工業は裾野が広く、軍需工業を含む工業一般を発展させる。 
・（1935年時点で）国内の自動車は12万台を超え、将来更に増加する趨勢であるが、その９割以上が外
国製（ノックダウン生産含む）であり、毎年数千万円の貿易赤字を招いている。 
・既に日本の小型車（具体的には後述のダットサンなど）は海外市場にも進出しつつあり、政府の助成さ
えあれば「大衆向経済車」の生産も十分達成し得る。「有力な外国の会社」（フォード・ＧＭ）が日本のみな
らず東亜の市場を独占しつつある状況下、この機会に国産自動車工業を確立させ輸入車を駆逐しなけ
れば、「産業上ならびに国防上重大な欠陥を生ずる」。 
 満州事変の経験から自動車の効率的な大量生産を求め始めた陸軍は、軍用保護自動車を製造している３
社、東京瓦斯電気工業、石川島自動車製作所（石川島造船所より自動車部門が分離独立）、ダット自動車製
造（快進社を改組）に合併を迫るようになる。既に後述する「国産自動車組合」を組織していた３社は合併する
こととなり、まず1933（昭和８）年、石川島とダットが合併して「自動車工業」が成立した。この合併は順調に進
んだわけではなく、東京瓦斯電気工業は「十五銀行からの負債の関係で、自動車部の資産を分離して新会
社に持ち込むことが技術的にむずかしいため」この時点では合併に参加できず（21）、２段階での合併となった
のである。なお、ダットはトラックのダット号と小型車のダットサン号を製造していたものの、新会社は小型車の
製造を行わないこととなり、ダットサンの製造権はダットの出資者であった「戸畑鋳物」に譲渡された。この戸畑
鋳物の自動車製造部門が、のちの日産自動車である。 
 東京瓦斯電気工業の参入はそれより４年遅れ、1937（昭和12）年に同社が自動車工業と合併、「東京自動
車工業株式会社」が発足した。 
 このように、陸軍は明治末期から一貫して自動車の軍事利用のための国内生産を目指し、そのためにさま
ざまな軍用自動車の規格を制定、民間に製造や保有を奨励したが、それらの規格は当然ながら軍事利用を
前提としていたため必ずしも民需と合致せず、自動車の民間への普及や製造技術の向上にある程度の効果
をもたらしたものの、限定的な効果にとどまった。そうした中、フォード車とＧＭ車の急速な国内シェア拡大と
満州での経験を受け、将来の大規模な消耗戦を意識した大量生産に方針転換したのである。昭和初期に陸
軍で軍用保護自動車に携わった中田佐一郎は、このように語っている（22）。 
「軍が保護自動車の収用を実施する場合、単位部隊に自動車をどう配給するか、これに必要な運転手、
助手などの数はどのくらい見込むか、補修部品類の携行量をどのくらいにするか、などの決定に複雑な
業務をともないます。しかしこれらのことは、あらかじめ計画を立て、動員を正確かつ迅速に実行しなけれ
ばなりません。また第一線の部隊にとって、性能の異なる自動車の運行計画を立てることは、実に煩にた
えないものです。これらのことを考え合せますと、軍用自動車補助法に基く保護自動車の制度は、昭和の
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初期において国産車の生産力の培養に多少の効果はあったとしても、軍備面から見る限り所期の効果は
なかったといい得るでしょう。」 
 
２） 商工省の自動車政策 
 陸軍が明治後期以降一貫して軍用自動車の国内生産を志向していたのに対し、産業政策を所轄する農商
務省は大正末期まで自動車政策に積極的な関与をしてこなかった。1925（大正14）年、同省は農林省と商工
省に分割され、自動車産業を含む商工業は商工省の所轄となった。 
 第一次大戦期、イギリスなど交戦国に対する軍需品の輸出増加に加え、欧州から東南アジアなどへの輸出
が急減したため代わって日本からの輸出も急増、日本は大戦景気に湧いたが、その後欧州の復興によ
り1920（大正９）年には反動恐慌となった。更に1923年の関東大震災後は鉄やセメントなどの復興資材と自動
車の輸入が急増した。関東大震災により東京市電は壊滅状態になったため、その一時的な代替輸送手段と
してバスが導入されることとなった。短納期・低価格であったＴＴ型フォードが800台輸入され、バスに架装され
た（23）。このことが自動車輸入急増の一因となり、同時にフォードに日本を有望な市場であると認識させる最大
の要因となった。 
 市電の代替であった東京市営バス（通称「円太郎バス」）は、1924（大正13）年に市電が復旧すると廃止され
ることになっていたが、同年、市議会は反対運動を受けて存続を決定、車両もＴＴ型以外にＧＭやイギリスの
ウズレーなどを輸入したほか、ウズレーと同タイプの国産車（石川島造船所）も導入されるようになった（24）。 
 大正末期の輸入増加を受け、輸出振興は政府にとって急務となったが、そのためには国産の工業製品の
品質を向上させ、国際競争力を上げることが必要不可欠となる。1926（大正15）年、商工大臣片岡直温は国
産振興委員会を設置し、「優良國産品の選定、紹介、國産品不使用の原因除去、國産品の改善その他國産
振興に關する各般の事項を調査審議する」こととなった（25）。国産振興委員会では、曹達灰、精密機械、紡績
機械、生糸及絹工業など９分野について振興策が策定されたが、そこに自動車工業も含まれており、ここから
商工省の本格的な自動車政策が始動した。 
 自動車工業については、以下のような方策が打ち出された。 
・自動車完成品、組立部品の関税率引上げと共に国内生産に必要な部品の輸入を優遇。 
・国産車製造者と使用者を税の減免や許認可優先権などにより優遇。 
・自動車部品製造業者の提携の促進、低利融資の実施。 
・官公庁ではやむを得ない場合を除き国産車を使用。 
・優良製品製作者の表彰、展覧会や競技会の開催などを通して国産自動車を調査研究。 
・自動車製造業者に土地収用法の適用を可能とさせる。 
・自動車行政、自動車取締規則の統一と地方の規制緩和。 
・軍用自動車補助法による補助金を増額、対象車を拡大。 
 1929（昭和４）年、政府は国産振興委員会に自動車工業確立のための立案を求めた。同委員会は、国内の
自動車製造業者の非効率的な多車種少量生産という問題を解決すべく、製造事業者を一体系の下に統制
し、政府もこれを保護する施策を実施することにより、単一車種年間5000台の量産体制を求める答申を行っ
た（26）。これに基づき、自動車工業確立調査委員会が立ち上げられ、標準形式自動車について審議された。
結果、「先づ國産車の市場開拓に最も適當した用途、容量及程度の車種を撰み、その設計を確定し標準形
式とする。そして是に政府の保護奬勵の諸方策を集中して的確に需要を喚起し、單種多量の經濟的生産が
出來る様に、又部品の貯藏、補給が單純迅速に出來る様にする事が最も大切である。其の上次第に標準車
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種の範圍を擴げて各種自動車全般に及す様にするのが最もよい」（27）とされ、「先づ標準設計をなすべき車
種」として「積載定量１・５ｔ乃至２ｔ程度の普通用途の貨物自動車車台及乗合自動車車台」（28）を選定、専門家
や設計業務従事者らにより設計技術会を立ち上げ、設計を実施した。商工省はこれを受け、1931（昭和６）年
度、軍用保護自動車を製造していた東京瓦斯電気工業、石川島自動車製作所、ダット自動車製造の３社か
らなる「国産自動車組合」に標準形式自動車５種９台の試作を委託すべく予算を計上した。 
 標準形式自動車の設計にあたっては、日本標準規格（JES）に規定のある部分についてはこれに従い、その
他の部分も極力自動車に関する国際規格を適用させた。車幅については、国内の自動車通行可能な道路
の80％以上が幅員２間以下という事情を考慮し、約１間（1818mm）に収めた（29）。既存の標準・規格に適合さ
せ、汎用性の高さを意識した設計となっていた。設計の中心となったのは、鉄道省の技師で後に新幹線の計
画にも携わった島秀雄である。国産自動車組合が完成させた試作車は、加速度、登坂力、最大速度、制動
力などの各種試験と、東京～名古屋～軽井沢～東京間約1000kmの試運転を行い、多少不十分な点はあっ
たもののそこを改良すれば相当優秀な自動車であると評価された（30）。 
 石川島が製造する自動車は、もともと大正期にウズレーの本社から製造権・販売権を購入したものであった
が、1926（大正15）年に「スミダ」と命名されていた。東京瓦斯電気工業の自動車は「TGE－○型」（TGE－A型、
TGE－Ｎ型など）と呼ばれていたが、1931（昭和６）年、宮内省がTGE－MP型を購入したのを機に「ちよだ」と
命名された。標準形式自動車も、当初、石川島が製造するものは「スミダ」、東京瓦斯電気工業が製造するも
のは「ちよだ」と呼ばれていた（31）。 
 標準形式自動車を製造する国産自動車組合の３社のうち、石川島とダットの２社は、前述の通り陸軍の強い
意向により1933（昭和８）年に合併し、「自動車工業」が発足した。東京瓦斯電気工業の合流は遅れたが、ひと
まず自動車販売については同社も参加することとなり、同年、自動車工業と東京瓦斯電気工業の共同出資に
よる販売会社「協同国産自動車」が発足、標準形式自動車の販売に当たった。1934年、標準形式自動車は
「いすゞ」と命名された。商工省は標準形式自動車の生産体制を整えるとともに、自動車部品工業を育成する
ため、1932年、部品の輸入関税率を25％から完成車と同率の35％に引き上げた。 
 このように需要が見込めると判断された汎用性の高いトラック・バスを、車種を絞って民間会社に大量生産さ
せ、規模の経済を企図した商工省であったが、標準形式自動車は商工省の目論見通りに量産されたわけで
はなかった。標準形式自動車の生産開始と満州事変が重なり、各製造業者が軍用自動車の製造に注力した
結果、1932（昭和７）年度は標準形式自動車に生産力を割けなくなってしまった。商工省は予算を繰越し、
翌1933年度に150台の製造に着手させ、１台あたり500円を補助した。それでも軍需工場は更に多忙となり、
部品の調達もスムーズに進まない状態で、製造が完了したのはその翌年となった。その後、満州移出用の
300台を含め、標準形式自動車は合計750台製造された（32）。 
 
３） 自動車製造事業法の制定 
 軍用自動車の量産を目指してきた陸軍と、民間での汎用的なトラック・バスの量産を目指してきた商工省は、
軍需と民需の差こそあったものの、部品を含めた国内での量産という目標自体は共通であった。そして実際
のところ陸軍や商工省の意図する通りに量産・普及は進まなかったが、一方で関東軍がフォード車やＧＭ車
とともに満州で軍用保護自動車を活用していたし、大正末期～昭和初期に急速に発達した全国の路線バス
として、東京瓦斯電気工業やダット、石川島が製造する国産車が広く使用されたのも事実である。 
 しかし、フォードとＧＭが圧倒的優位であった大衆車については、国内の自動車製造業者は製造を避けて
いた。既に述べたように、大衆経済車（フォード・ＧＭ級の１～1.5トントラック）を国内で大量生産し軍事利用す
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ることを目指していた陸軍であったが、そのためには大衆経済車の国内シェアの大部分を占めていた両社を
排除することが不可欠であると判断した。 
 一方その頃、小型自動車の生産量を飛躍的に高めたのが「自動車製造株式会社」であった。ダットと石川
島の合併の際、ダットが製造していた小型自動車（ダットサン）の製造販売権を戸畑鋳物（ダットの親会社）が
譲り受け、その製造のために戸畑鋳物社長の鮎川義介が設立したのが自動車製造である。1933（昭和８）年
にはダットサンの生産量は202台であったが、その翌1934年には1170台（乗用車・トラックの合計）と急増、翌
年、翌々年と生産量を増加させた（33）。1934年、自動車製造は「日産自動車株式会社」に改称した。 
 鮎川は、自動車生産を拡大するにあたり、フォード・ＧＭとの合弁会社設立が不可欠であると考えていた。そ
こでまず日本フォードに株式の譲渡を打診したが、フォードにその意思はなかった。続いて日本ＧＭに提携を
打診すると、ＧＭ側も日本企業との提携を模索している旨の回答があった。商工省幹部の賛同もあり、日産と
ＧＭとの提携は順調に進み、1934年、両社との間に提携契約が締結された。しかしこの動きは、大衆経済車
の国産化とフォード・ＧＭの排除を目指す陸軍の意向に反するものであった。陸軍はこの提携を阻止すべく
鮎川に干渉したため、鮎川は生命の危険さえ感じるようになり（34）、その後この交渉は正式に打ち切られること
となった。 
 時期をほぼ同じくして、日本フォードが横浜に新工場の建設を計画していることが、憲兵隊の調査により陸
軍の知るところとなった。新工場の建設予定地は横浜市の市有地であったため、陸軍は横浜市に交渉して土
地の売却を中止させた。しかし、1935（昭和10）年、日本フォードは浅野財閥（東京湾埋立株式会社）が所有
する鶴見の土地を購入し、護岸工事を開始してしまった（35）。陸軍は新工場建設を阻止する法案作成を急ぐ
ため、商工省との協議を重ねた。 
 商工省の内部は、国内の自動車産業育成、国産車増産、外資系製造業者への規制の方針では一致して
いたものの、フォードやＧＭへの対応については必ずしも省内で一致していなかった。陸軍はより徹底した外
資の排除を求めていたため、法案作成の協議でも、国産会社と外資提携会社との待遇を平等とする商工省
案には承諾できなかった（36）。 
 1935年８月、陸軍と商工省は「自動車工業法要綱」をまとめ上げた。その要点は以下３点である（37）。 
・年間3000台以上生産する自動車製造事業は政府の許可を必要とする。既存の事業者はそのまま事業
を継続できるが、以降の工場新設や拡張は既得権益として認めない。 
・株式の過半数を日本人または日本法人が保有する会社に限って許可を与える。 
・自動車製造業者は「組立又は主要部品の製造」を行う業者とする。即ち、主要部品のみの製造であって
も年間3000台分以上製造する場合は許可を要する。従って、部品のみ大量生産した上で小規模な工場
で組立を行う、といった抜け道を塞ぐことができる。 
 しかし、このように外資系企業の活動を大幅に制約する法案は、日米通商航海条約第１条に違反する可能
性があった。そこで、法律の趣旨が「国防」にあるものと明示することにより、アメリカの反発をかわせると判断し
た（38）。こうして1936（昭和11）年、「自動車製造事業法」が成立した。日本フォードは横浜の工場新設を断念
せざるを得なかった。 
 同法の適用を受けたのは、ダットサンの大量生産に成功した日産のほか、「豊田自動織機製作所」であった。
同社創業者豊田佐吉の子であった豊田喜一郎は、1920年代の欧米外遊の経験から自動車産業の将来性を
意識し、1933年、同社に自動車部を創設、大衆車の製造を目指した。当時、国内には、軍用車両や商工省
標準形式自動車、省営バス向けの乗合自動車といった大型自動車を製造する東京瓦斯電気工業や石川
島（自動車工業）、小型車ダットサンを製造する戸畑鋳物（日産自動車）などがあったが、大衆車はほとんど製
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造されていなかったのは既に述べた通りである。豊田は1935年にＡ１型乗用車試作車とＧ１型トラック試作車
を発表、翌年にはＡＡ型乗用車とＧＡ型トラックの生産を開始した（39）。 
 1937（昭和12）年、軍用自動車補助法は廃止された。軍事用途で使用する自動車を、旧来の大型の軍用自
動車から大量生産された大衆車へと転換する条件が整ったのである。 
 
４） 1930年代までの道路状況と内務省の道路政策 
 既に触れた通り、大正期の第一次大戦による好景気と関東大震災後の復興需要などは、自動車の全国的
な普及の契機となり、その普及を支えたのが日本フォードと日本ＧＭによる大衆車のノックダウン生産であっ
た。しかし、輸入やノックダウン生産、国内生産の拡大などで自動車の需要増に対する供給体制が整いつつ
あっても、道路整備がそれに追いつかない限り、普及には限界があろう。 
 五街道を中心とする近世以来の道路網は、そのまま近代社会に引き継がれた。馬車や人力車などの車両
は明治初期に出現し、全国各地に普及、旅客・貨物や郵便物などの輸送にも当たった（40）。しかし、主要街道
であっても路面が軟弱な場所や幅員の不十分な場所が多々存在し、橋梁の強度も不十分であるなど、車両
通行が可能な区間は限定されていた。 
 車両の出現と通行量の増加により道路改修の負担は増加したが、政府は当初、道路整備に十分な予算を
計上せず、地元の負担に依存していた。内務省（1873年設置）が「河港道路修築規則」を制定し、道路を１～
３等に分類するとともに、それぞれに対して道路費の負担区分を規定した。1876（明治９）年にはこれを廃し、
代わって太政官達により国道・府県道・里道の区分が規定された。 
 1880年代に入ると、全国で府県主導の大規模な道路整備が行われた。これは幹線国道の整備を民間の負
担によって進めようとしたものであるが、この時期の幹線道路の主な受益者は地域住民より寧ろ政府や長距
離輸送業者（郵便物輸送を請負った内国通運など）であったため、地域住民の反発を招くこともあった（41）。 
 なお、明治前期までの日本に車両通行を前提とした舗装道路が全く存在しなかったわけではない。例えば
横浜の「馬車道」は、幕末、洋式馬車の通行を前提に舗装された道路である。その他、東京の市街や兵庫県
などで明治前期に部分的な道路舗装が行われている（42）。また、土木技術自体が大きく遅れていたわけでも
なかったことは、陸軍が精密な地図を作成していたことや、官設鉄道京都～大津間の逢坂山隧道が日本人
の手により掘削されたこと、1882（明治15）年頃までには土木関係の雇外国人の大部分が解雇されたこと（43）
などからも窺われるであろう。 
 1886（明治19）年、内務省は「道路構造標準」を制定、道路の幅員・路面構造・勾配・排水などを初めて規定
した（44）。しかし、これに準じた道路はごく一部に限られ、実態を伴っておらず有名無実化していた。 
 明治中期、全国的な鉄道網が発達すると、「長距離鉄道輸送と補助的道路輸送」（45）、即ち鉄道端末輸送と
いう新しい機能が道路に求められるようになった。 
 内務省が道路政策に本格的に着手したのは、第一次大戦後のことである。1919（大正８）年、日本最初の体
系的な道路整備に関する法令である「道路法」（いわゆる旧道路法）が制定された。同年、同法に基づき内務
省より「道路構造令」が発令され、道路の幅員・勾配・強度や橋梁・隧道などの構造が規定された。しかし、そ
れでも自動車交通を前提とする規定としては不十分であり、1926（大正15）年の「道路構造に関する細則」に
より補足する必要があった。これらの法整備を受けて、全国各地で主要道路の改修や橋梁の架け替えが実
施された（46）。道路法では一般国道と軍事国道が指定され、軍事国道には軍部の意向が強く反映された。ま
た、道路整備に対する国庫の費用負担の割合が拡大した。もっとも、この道路法が制定された大正中期、特
に第一次大戦後は自動車も徐々に増加しつつあったが、未だ道路貨物輸送の主力は荷車や馬車・牛車で
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あった（47）。その一方で自転車は、輸入が途絶した第一次大戦期にはほぼ国産化されて急速に普及、人力車
に決定的な打撃を与えた（48）。 
 1919年、「第一次道路改良計画」が策定され、翌年より国道を中心に全国的な道路改良が実施されることに
なった。約３億円の財源を確保するため「道路公債法」も制定された。この計画に基づく道路整備は当初順調
に推移した。関東大震災により予算が圧縮され頓挫してしまったものの、京浜間・阪神間などの重要な国道
や箱根峠などの難所が整備され（49）、一定の成果を上げることができた。 
 全国的な自動車取締規則が発令されたのもこの時期である。1919年、自動車交通の増加に対応すべく、内
務省は「自動車取締令」を発した。それ以前、道路交通の取締は各府県が担っていた。1903（明治36）年、愛
知県の「乗合自働車営業取締規則」を皮切りに各府県で同様の規則が制定されたが、これらの多くは乗合自
動車の出願に対応するために制定された対処療法的なものであり、自動車交通の実態に即していない非現
実的な規定や曖昧な規定も多々存在した（50）。大正期、自動車を含む道路交通量が増加すると、交通の実態
に即さず統一性を欠いた各府県の取締規則では対処できなくなった。この状況を打開するために、内務省に
より規則を統一する必要が生じたのである。 
 1929（昭和４）年、全国の国道・府県道のうち特に指定した区間約2000里を10年間で改修し、その費用の３
分の１を国庫から補助しようとする「産業道路改良計画」が打ち出されたが、緊縮財政のため頓挫してしまった。
しかし、その後の高橋財政下で産業振興のため地方の道路整備計画が相次いで出され、道路整備と産業振
興が明確に結び付けられた（51）。1933（昭和８）年には第二次道路改良計画が策定された。この計画では、道
路整備を自動車交通前提とすることがより明確となり、戦時体制への移行とともに道路予算も徐々に削減され
ていったものの、1939年度からは国家予算に道路舗装費が計上されるようになった（52）。 
 このように、第一次大戦前の道路は政府主導での整備があまり進まず、維持管理の負担の大部分を府県と
地元に委ねており、体系的な交通取締も行われてこなかったが、第一次大戦後、自動車交通増加への対応
に迫られた内務省は、自動車交通を前提とした道路整備と交通取締に徐々に着手するようになった。しかも、
地方の産業振興を意識した中長期的な道路整備をも打ち出していた。 
 日本の道路事情が戦後まで劣悪であり、舗装率も低く、一部区間を除いて自動車交通に適さない状態であ
ったことは、冒頭にも挙げた「ワトキンス・レポート」に指摘された通りである。しかし、両大戦間に道路事情が
大きく向上したこともまた事実である。例えば、東京瓦斯電気工業で自動車製造に携わった古林卯三郎は、
大正中期の東京周辺の道路事情について、このように回顧している（53）。 
「自動車の国産化を始めた大正中期の東京周辺の道路は、いまの人たちにはとうてい信じられないほど
悪いものでした。たとえば自動車が安心して渡れるような橋はほとんどありません。東海道１級国道の多摩
川下流の六郷橋は木橋で、制式４トン貨車が徐行して何とか渡れる程度でした。陸軍の運行検査が千葉
街道で行なわれたとき、荒川の木橋をおそるおそる渡ったものです。」 
「地方に遠出するときは各地の橋の状況を調べなければ、とんでもない障害に突き当たることになりま
す。」 
「東京市内でも舗装道路が少なく、砂利道であれば上の部で、大部分は自然道を踏み固めた道でしたか
ら、晴天が続くと自動車が黄塵をまきあげて走ります。雨の日は泥水を跳ねとばして川底を走るようなもの
でした。」 
 それが、その10年後には東京府内に一万数千台の自動車が通行するようになり、しかも毎年増加したわけ
であるから、両大戦間期に実施された道路整備が自動車の普及に影響していることは明らかであろう。 
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むすび 
 
 両大戦間、自動車の製造・普及を推進するため、陸軍や商工省は自動車に関する「標準」「規格」の制定を
進めた。当然、陸軍は自動車を軍事利用することを前提とした標準化・規格化であったし、商工省は民間の
旅客・貨物輸送を担う汎用的な自動車を国内で製造することを目的とした標準化・規格化であった。内務省も
道路整備を本格化させるとともに、府県によってまちまちであった交通取締を全国統一した。特に1930年代
は、交通を所轄する鉄道省を含め、関係する各官庁が積極的な自動車政策を打ち出し、自動車産業の振興
と自動車の普及を図った。それらが自動車の普及にある程度の効果をもたらしたのは事実である。しかし、そ
うした試行錯誤ののちに制定された自動車製造事業法は極端に排外的な法令となってしまった。特に、同法
を公布時点より９ヶ月も前の閣議決定の時点まで遡及して適用させるという、日本フォードの工場拡張計画を
狙い撃ちにする附則の規定は、当時の商工大臣小川郷太郎に「天下の悪法」であると評された（54）。 
 陸軍や商工省が制定した自動車に関する標準や規格は、そのほとんどが、自動車という製品そのものに関
するものであった。内務省が制定した道路の規格も、初期のものは、道路の構造に関する内容にとどまってい
た。自動車を鉄道と並ぶ陸上交通体系の一翼を担う交通機関と位置付け、自動車製造、自動車販売、道路
整備、交通規制、貨客輸送事業の許認可、技術開発などを含めた、一体的・中長期的な政策が欠けていた。
単に国内企業に自動車という道具を量産させる、外資系企業はその障害になるから排除する、という方策で
あった。 
 明治年間に全国に路線網を展開させた鉄道は、当初、レールも車両もほとんどが輸入品であった。鉄道技
術はまず土木関係で発達し、隧道の建設技術は明治前期には自立していた。その背景には近世以来の鉱
山掘削技術がある（55）。車両製造については主要部品を長らく輸入に依存していたが、客車や貨車の木造車
体の製造は国内でも1875（明治８）年の神戸工場から開始され（これも近世以来の木工技術を土台としてい
る）、輸入された台枠・台車に神戸・新橋両工場で製造された車体を組合せ、官鉄や日本鉄道に供給されて
いた（56）。車両製造技術は明治期を通して醸成され、明治末期から大正初期にほぼ自立したため、1912年に
国鉄は蒸気機関車の輸入を打ち切った（57）。また、「鉄道敷設法」により全国的な鉄道建設計画が打ち出され
た。鉄道は明治期を通して資材を輸入しながら技術の自立を図り、体系的な整備計画をもとに路線網を拡大
してきた。対して自動車政策に関連する各官庁は、「自動車交通
??
」という認識が不十分だったのではなかろう
か。 
 当時、そのことに既に気づいていた人も少なくなかった。尾崎正久（自動車ジャーナリスト）は著書の中で次
のように述べている（58）。 
「自動車工業の確立とは自動車を作ることにあるとする錯覺は、依然我が自動車工業政策の全面を蔽ふ
てゐた。」 
「我が國の自動車工業上の観念は、單に自動車を製作することにのみその基調を置いてゐる。歐米に於
いては、プロダクシヨンエンジニヤーは、セールスエンジニヤー、サービスエンジニヤーに支配される部面
が近來かなり多いが、これは自動車を使ふ部面に最大の注目を怠らない證據と云へやう。プロダクシヨン
エンジニヤーが自動車工業政策の中樞を形成し、而もそれが故に自動車工業の伸張を阻み、自動車政
策の失敗を繰り返してゐるのが我が國の實状である。」 
「独逸が、數年の間に世界二流自動車工業國より一躍一流に伍したのは何故か。道路を、燃料を、使用
訓練を、寧ろ自動車工業政策より先行せしめたによる。」 
「大正七年より昭和十年頃迄の我が軍用保護車が一般に使へぬのではないのである。使ふべき方法を
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講じなかつたのだ。商工省標準型式車を捨て子にしたが、捨てられてより數年後、今次事變では最も良
好な適格車とされてゐると云ふ皮肉な現象を見受ける。其の他道路は、燃料は、税金は、取締令は、如
何なる角度より見ても、自動車を使はすべき條件は何一つ備はつてゐないのである。」 
「ソ聯の如きは技術は一○○パーセント國外依存によつて、彼の短時日間に世界一流の自動車工業國
となつたのである。勝利への最短コースを選ばなくてはならぬのだ。」 
「我が自動車政策遂行上に苦惱ありとすれば、明らかに方法を誤つたと解しなくてはならぬ。」 
 これらは非常に的を射た指摘である。自動車という道具の製造に偏った自動車政策が、却って自動車普及
を遅らせる要因となったと考えてよいのではないか。 
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